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国土交通省における効率的な
維持管理・更新に向けた取り組みについて

1.　はじめに

我が国の社会資本ストックは高度経済成長期に
集中的に整備され，今後急速に老朽化することが
懸念されており，社会資本の維持管理・更新につ
いては，国のみならず，社会資本の多くを管理し
ている地方自治体等を含めた，我が国全体の大き
な問題となっている。
国土交通省ではインフラの老朽化に対し，平成

24 年 7 月に社会資本整備審議会・交通政策審議
会技術分科会技術部会の下に社会資本メンテナン
ス戦略小委員会（以下，「メンテナンス小委員会」
という）を設置し，専門的な見地からの議論・検
討を重ね，平成 25 年 12 月に「今後の社会資本の
維持管理・更新のあり方について」が答申され，
国土交通省や地方自治体等が重点的に講ずべき具
体的な施策が示された。
さらに平成 26 年度には，「点検・診断に関する

資格制度の確立」，「情報の見える化・共有化」，
「維持管理を円滑に行うための体制」が引き続き
検討すべき事項とされ，平成 26 年 8 月に「社会
資本メンテナンスの確立に向けた緊急提言：民間
資格の登録制度の創設について」が提言されると
ともに，平成 27 年 2 月には「社会資本のメンテ
ナンス情報に関わる 3つのミッションとその推進

方策」，「市町村における持続的な社会資本メンテ
ナンス体制の確立を目指して」が提言された。
本格的なメンテナンス時代に向けたインフラ政
策のキックオフとして「答申」をとりまとめた第
1期メンテナンス小委員会，答申を踏まえ議論の
対象を絞り 3つの提言をとりまとめた第 2期メン
テナンス小委員会，とメンテナンス小委員会で
は，これまでメンテナンスに関する取り組みの方
向性を示してきた。

2.　第 3期メンテナンス小委員会

メンテナンス小委員会の答申・提言を受け，国
土交通省ではインフラの老朽化対策を推進してき
たが，的確な維持管理に向けて体制や予算等の見
通しを持つことができず社会資本の管理責任を果
たせなくなるおそれのある市町村が，いまだ多い
と想定される。
このため，平成 25 年の「答申」から今年で 5
年が経過することを踏まえ，これまでの取り組み
のレビューを行うとともに，今後の取り組みの方
向性について検討を行うべく，平成 29 年 12 月に
第 3期メンテナンス小委員会を立ち上げ，議論を
開始した。
第 3期メンテナンス小委員会は，現在 3回開催
されている（平成 29 年 12 月第 1 回，平成 30 年
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3 月第 2回，平成 30 年 6 月第 3回）。
第 1回では，「答申」で示された重点的に講ず
べき施策について，①維持管理・更新をシステマ
チックに行うための取り組み，②社会資本のメン
テナンス情報，③市町村における持続的な社会資
本メンテナンス体制，④民間資格の登録制度，の
観点からレビューを行うとともに，第 3期での検
討の視点について議論された。
第 2回では，第 1回での委員からのご意見や地
方自治体アンケートの結果を踏まえ，第 3期での
検討項目を再整理するとともに，議論が進められ
た。
第 3回では，第 2回までの議論を踏まえ，①点
検・診断，②補修・修繕，③集約・再編等，④メ
ンテナンスサイクルの確立，⑤自治体の体制，⑥
技術の継承・育成，⑦新技術の活用，⑧データの
活用，⑨国民の理解と協力，の検討項目のうち，
①から④を中心に，緊急的に取り組む施策（案）
をとりまとめたところである。

3.　緊急的に取り組む施策（案）

⑴　点検・診断の重点化・効率化への取り組み
国土交通省では，個別施設ごとの長寿命化計画

（個別施設計画）の対象施設を定義し，点検基準
を策定し，平成 30 年度までに地方自治体や民間
企業等を含む所管の全ての施設分野の点検・診断
が一通り完了する予定である。
一方で，現状の点検・診断が予算面，頻度・内

容面での負担になっているとの声も多く（図－ 1），
インフラの重要度や老朽化度合い等に応じ点検内
容・方法を設定することや，新技術を活用するな
ど，点検・診断の重点化・効率化が必要となって
きている。国土交通省では，これまでの点検・診
断に関する知見を踏まえ，点検基準・要領等の見
直し，新技術の現場実装の促進，革新的技術の導
入マッチングの実施などの取り組みを進めていく
予定である。

図－ 1　点検実施上の課題（直営の場合）【アンケート調査結果】
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⑵　着実な補修・修繕への取り組み
地方自治体アンケートでは，今後計画的に補
修・修繕を実施できるか不安を感じている自治体
が多数あった（図－ 2）。国土交通省では，分野
別のライフサイクルコスト（LCC）の考え方を技
術資料・ツール等により年度内に提示し，地方自
治体の維持管理・更新費の算出を支援していく。
また，補修・修繕の措置が必要な施設への対応に
必要な費用を把握し，個別施設計画にて年次計画
を明確にするなどの計画的な取り組みを推進して
いく予定である。

⑶　集約・再編等に参考となる情報の提供
集約・再編等に向けた課題は，施設分野によっ
て傾向が異なるが，利用者の理解や合意形成を得
ることが困難であるとの意見が多い（図－ 3）。
集約・再編等については，総合計画や立地適正
化計画によるまちづくり・地域づくりの方向性と
整合をとりながら計画的に推進する必要がある。
地域が「長寿命化」や「集約・再編」等の管理方

針や水準を検討，判断しやすい状況をつくるため，
当該インフラの老朽化や利用状況等の情報，他地
域の優良事例等の見える化を進めていくととも
に，各施設分野においてガイドライン・考え方・
事例集等の作成・公表を推進していく予定である。

⑷　メンテナンスサイクルの確立
個別施設計画は 2020 年度までに策定すること
になっているが，策定の見通し・目処が立ってい
ない地方自治体があり（図－ 4），技術的知見の
不足が原因となっている。また，地方自治体によ
って，公共施設等総合管理計画や個別施設計画の
記載内容にばらつきが見られる。
国土交通省では，メンテナンスサイクルの確立
において考慮すべき事項（優先順位や管理水準等）
や LCC算定時に考慮すべきコストの種類，その
定義等の考え方を明確にして，公共施設等総合管
理計画や個別施設計画の策定に反映するため，今
年度中に留意事項（ガイドライン）をとりまとめ
る予定である。また，他自治体の取り組みを参考

図－ 2　補修・修繕の実施見通し【アンケート調査結果】
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図－ 3　集約・再編等に向けた取り組みの課題【アンケート調査結果】

図－ 4　個別施設計画の策定見通し【アンケート調査結果】
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にしたよりよい個別施設計画の策定や，自主的な
改定につなげられるよう，今年度よりインフラの
老朽化の状況や取り組み，個別施設計画の主たる
内容などの「見える化」を推進していく予定である。

⑸　モデル自治体への取り組み支援と横展開
新技術活用，集約・再編，地域におけるセーフ
ティネット構築などのテーマについて，先進的な
取り組みを行うモデル自治体によるグループを形
成し，モデルプロジェクトをインフラメンテナン
ス国民会議の取り組みとして実施し，先進事例と
して横展開を図っていく予定である。

⑹　維持管理・更新費の推計
国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）
に位置付けられた施設分野を対象に，予防保全に
よる LCCや新技術導入等による効率化の考え方
を整理し，維持管理・更新費の推計を実施する予
定である。

4.　メンテナンスサイクルの更なる
発展の方向性

今後，第 4 回以降のメンテナンス小委員会で
は，メンテナンスサイクルの更なる発展に向け，
主に以下の論点について議論していく予定である。
①　継続的に維持管理できるための地方自治体等

の体制・支援について
②　民間資金・民間技術のインフラメンテナンス
への一層の活用のための方策（PPP/PFI の更
なる活用・インフラファイナンスの活用）
③　アセットマネジメント導入によるメンテナン
スサイクルの改善の方向性
④　新技術・データの活用に向けたロードマップ
について

5.　おわりに

本稿では，国土交通省における効率的な維持管
理・更新に向けた取り組みとして，第 3期メンテ
ナンス小委員会の議論・取り組みの状況を紹介し
た。
緊急的に取り組む施策（案）（図－ 5）につい

ては，早急にとりまとめ，今後着実に実施してい
く予定である。
また，今後 5 年間で取り組むべき施策につい
て，引き続きメンテナンス小委員会での議論を深
め，新たな提言・ロードマップをとりまとめる予
定である。

【参考】　社会資本メンテナンス戦略小委員会
　http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s201_
menntenannsu01.html
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